
 

仕様書 

ＮＥＤＯ新領域・ムーンショット部 

 

１．件名 

ＮＥＤＯ先導研究プログラムにおける成果把握・要因分析調査（２０２２年度） 

 

２．目的 

ＮＥＤＯは、２０１４年度より、我が国の省エネルギー、新エネルギー、ＣＯ２削減

等に資する中長期的な課題を解決していくため、２０４０年以降の実用化に必要となる

技術シーズ、特に既存技術の延長とは異なる革新的で有望な技術の原石を発掘し、将来

の国家プロジェクト等につなげていくことを目的としたエネルギー・環境新技術先導研

究プログラム事業（以下、「先導研究プログラム」という。）を行っている。 

これまでに実施した調査では、先導研究プログラムにおいて、過去に実施されたテー

マの中に、国家プロジェクトにつながった新たな事例や製品化及び派生技術への展開等

につながった成功事例があることが明らかになった。また、経済的・社会的な波及効果

に関するＣＯ２排出削減の定量的評価が可能な数ケースについて算定が試みられた。 

本調査では、アンケートやヒアリングを実施し、これまでの調査結果の更新を行うと

ともに、先導研究プログラムの調査・分析を行い、新たに国家プロジェクトにつながっ

たテーマに対する調査により成功要因・縮小要因等を明らかにする。そして、ＣＯ２削

減量等を含む経済的・社会的な波及効果を把握する。また、新たな取組として民間投資

誘発状況及び人材育成状況の把握を試みる。これらを通じて先導研究プログラムの有効

性の検証及び改善の検討に活用することを目的とする。 

 

３．業務内容 

対象テーマについて、現在の実施状況及び今後の進展等に関してアンケートを実施

し、成果の取りまとめを行う。アンケート調査の結果等を基に、成功及び中止・縮小に

至ったテーマのうち、代表的なものを選択し、ヒアリング調査により詳細な内容を把握

し、事例集を作成する。調査結果や事例集を分析し、今後の課題設定のための情報提供

（以下、「ＲＦＩ」という。）、公募・採択審査プロセス、プロジェクトマネジメント

に対する改善案を作成する。 

そして、ＣＯ２削減量等を含む経済的・社会的な波及効果に関し、定量的な評価を含

む波及効果の状況をまとめる。 

また、文献調査等により民間投資誘発効果を把握する手法を検討し、先導研究プログ

ラム実施期間中及び先導研究プログラム終了後の研究開発活動期間中（つながった国家

プロジェクト実施期間と民間企業主体の実施期間を整理すること）における研究開発

費、人的・物的資源または設備投資等の研究開発費以外の投資状況に関するアンケー



 

ト、ヒアリング等による調査を実施し、民間投資誘発効果の状況をまとめる。 

加えて、先導研究プログラムの利活用を契機とした人材育成状況を調査し、その結果

をまとめる。 

なお、調査の進め方については必要に応じてＮＥＤＯと協議を行うほか、上記の調査

結果を報告書にまとめる。 

 

（１） 事前検討 

① 波及事例・波及効果の把握手法の検討 

波及効果（ＣＯ２排出削減効果を含む）の定量的評価が可能なケースの算定に関

し、必要に応じてアンケートへ折り込む等、不足する前提条件の明確化に努めるほ

か、合理性のある省エネルギー効果の算定方法及び製品の消費エネルギーの推算方法

等を検討する。 

 

② 民間投資誘発効果の把握手法の検討 

文献調査等により民間投資誘発効果を把握する手法を検討する。先導研究プログラ

ムにおける投入に対する先導研究プログラム実施期間中及び先導研究プログラム終了

後の研究開発活動期間中（つながった国家プロジェクト実施期間中を含む）における

研究開発費、研究開発活動終了後の人的・物的資源または設備投資等の民間側におけ

る自己負担による投資の比率等、民間投資誘発効果を把握する手法や指標について検

討し、かかる項目をアンケート及びヒアリングに折り込んで調査する。 

 

（２） アンケート調査 

① 対象 

２０１４年度以降に採択され、２０２２年９月までに事業が終了している先導研究

プログラムにおけるテーマ（約２６０件程度、未踏チャレンジ２０５０を含む）を対

象とする。 

なお、これまでの調査で回答済みの対象者については、あらかじめアンケートの回

答欄に当該回答内容を入力しておくことにより回答者の負担を軽減するとともに、未

回答先の事業者にリマインドを行うこと等によって回収率をできるだけ高くするよう

努めること。また、連名委託先に加え、再委託先ないし共同実施先の状況も掬い取れ

るよう、アンケートの設問作成等にあたり配慮すること。 

 

② アンケート内容 

 現在の研究開発状況 

 プロジェクト化検討状況 

 社会実装の具現化や早期化に必要な支援 



 

 事業規模、事業期間の妥当性 

 波及事例・波及効果（技術的成果が自身あるいは他者に及ぼした影響やＣＯ２削

減効果への影響） 

 先導研究プログラム実施期間中及び先導研究プログラム終了後の研究開発活動期

間中における民間側による投資状況（研究開発費、人的・物的資源または設備投

資等の自己負担による投資） 

 人材育成状況 

 制度に対する評価、意見・要望等 

 

研究終了後から経過年毎の国家プロジェクトへの移行の割合や研究費の推移（金額

や研究費の負担元）等を調査する。また、ヒアリングによる調査を含め、移行が短期

間／長期間となった理由を調査する。そして、これまでの調査で国家プロジェクトに

つながってないが、今回の調査でつながったテーマがあれば、これの事情を調査す

る。ほか、具体的なアンケート項目については、協議の上決定する。 

 

 

【短期間での国家プロジェクトへの移行の想定】 

 先導研究プログラムの結果が国家プロジェクトの企画立案に活用されたテーマ 

 

【長期間での国家プロジェクトへの移行の想定】 

 先導研究プログラムの実績によって国家プロジェクトに採択されたテーマ 

 

参考： 添付資料１「昨年度調査のアンケート項目」 

 

（３） ヒアリング調査 

① 対象 

過去の調査やアンケート調査結果を基に、成功事例／縮小事例等、影響／効果の大

きい波及事例等、そして民間投資誘発効果の大きいテーマについてヒアリングを行

う。ヒアリングについてはアンケートを実施した事業者だけではなく、当該分野の外

部有識者や関係する国家プロジェクト関係者等を含める場合がある。ヒアリング件数

の想定としては、計２０～３０件程度。ヒアリング先選定及びヒアリング項目等につ

いては、協議の上決定する。 

 

② ヒアリングする事項 

 現状のステータス詳細 

 成功に結び付くまでの時系列フロー 



 

 プロジェクト内外の関係者とその寄与内容 

 プロジェクト実施中、終了後の成功要因 

 実施中や終了後にリスクとなった事項とその回避策 

 プロジェクト実施中や終了後に想定したあるいは感知した具体的な波及事例・波

及効果 

 先導研究プログラム実施期間中や先導研究プログラム終了後の研究開発活動期間

中における自己負担による投資の契機、回収の目論見先   等 

 

アンケートの追加項目を踏まえてヒアリングを行うものとし、具体的なヒアリング

項目・内容については、協議の上決定する。 

 

（４） 事例集の内容 

アンケート調査及びヒアリングの結果を踏まえ、事例を整理し事例集にまとめる。

事例集については、ケーススタディを盛り込むとし、成功事例および縮小事例を整理

する。成功事例として、把握した成功要因、必要な支援の内容、社会実装に向けた動

き等をまとめるほか、ＣＯ２削減等の成果から得られる経済的・社会的な波及効果及

び民間投資誘発効果をまとめる。また、縮小事例として、把握した縮小要因、その他

必要事項をまとめる。 

事例集をまとめるにあたっては、努めて先導研究プログラムの潜在的応募者含めた

世間一般にもわかりやすい形式でまとめ、情報発信が可能な形とすること。 

 

 

  ＜事例集に盛り込む内容（例）＞ 

 成功事例の整理 

 成功事例のケーススタディの作成 

 成功の要因分析 

 今後の進展が見込まれるものについては、それに必要な支援の内容 

 社会実装に向けて類似のあるいは上下流の取り組みを行う事業者の動向等に関す

る具体的な波及効果や、ＣＯ２の削減に貢献した成果内容や実際のＣＯ２削減量

（または推定削減量）等の波及効果の内容 

 先導研究プログラム実施期間中や先導研究プログラム終了後の研究開発活動期間

中における民間投資誘発効果の内容   等 

 

【成功事例の想定】 

 国家プロジェクト化したもの 

 既存プロジェクトの強化につながったもの 



 

 他省庁のプロジェクト、民間プロジェクトにつながったもの 

 実用化へのステージが進んだもの、実用化したもの 

 ベンチャー立ち上げにつながったもの 

 異分野への発展につながったもの 

 顕著な成果を上げたもの 

 今後の進展が見込まれるもの 

 

【縮小事例の想定】 

 中止、中断したもの 

 研究開発ステージが後退したもの 

 

（５） 制度等についての改善提案 

より効果的な情報発信や事業運営の遂行につなげるために、上記の調査結果及び過

去の調査の事例集をもとに傾向を分析し、ＲＦＩや設定課題への公募・採択審査等、

現状のプロジェクトマネジメントの状況等と照らし合わせる等、今後の制度やプロジ

ェクトマネジメントに対しての改善案を作成する。 

 

（６） 報告書作成 

調査内容を、成果物として報告書（和文）の形に取りまとめる。報告書には、調査

結果及びアンケート調査、ヒアリング調査及び各種資料情報等を含めること。なお、

行政機関の保有する情報の公開に関する法律が示す不開示情報を含まない内容にまと

めた版（以下「公開版」と記す）を追加で作成するものとし、不開示情報の該当個所

はＮＥＤＯと協議の上、決定する。 

また、納品に際して予めＮＥＤＯの確認を受けるものとし、電子メール添付による

細部情報の交換のし易さのため、報告書及び報告書に挿入するグラフ、表等の基とな

る資料については、努めて一般に普及したところのワード、エクセルまたはパワーポ

イントにより作成すること。 

 

４．調査期間 

ＮＥＤＯが指定する日から２０２３年３月３１日 

調査期間中は、定期的にＮＥＤＯと打ち合わせを行い、進捗状況をＮＥＤＯに報告す

ること。 

 

５．予算額 

２０００万円以内（税込み） 

 



 

６．実施計画書 

採択通知後、２週間をめどに実施計画書を提出すること。実施計画書は、ＮＥＤＯの

プロジェクト管理システム（以下、「ＰＭＳ」とする。）にて提出することとし、仕様

書に基づいた実施計画、スケジュール線表、体制表、委託費明細表を記載する。 

 

７．報告書 

１２月中をめどに中間報告を行うこと。中間報告には、アンケート及びヒアリングの

経過情報、事例集の取りまとめイメージ、波及事例・波及効果の整理の状況を盛り込む

こととする。 

最終報告書については下記の通りとする。 

提出期限： ２０２２年３月３１日 

提出方法： 「成果報告書・中間年報の電子ファイル提出の手引き」（下記ＵＲＬ）

に従って、ＰＤＦファイル形式でＰＭＳにて提出すること。 

      http://www.nedo.go.JP/itaku-gyomu/manual.html 

 

８．報告会等の開催 

調査事業成果報告会において、成果報告を依頼する。 

 

９．その他 

本仕様書に定める事項については、随時ＮＥＤＯと調整の上実施する。また、本仕様

書に定めなき事項については、ＮＥＤＯと実施者が協議の上で決定することとする。 

 

（参考）スケジュール案（変更可能性あり） 

２０２２年１１月  採択決定 

２０２２年１１～１２月 アンケート 

２０２２年１２月～２月 ヒアリング及び並行してケーススタディ作成 

２０２３年１月  中間報告 

２０２３年３月  報告書とりまとめ 

 

以上 



 

【添付資料１】 

 

昨年度調査のアンケート項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


